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令和元年度定期監査の結果に関する報告 
 

 

 

 

１ 監査の目的 

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第１項及び第４項の規定並びに平成31(2019)年度監

査等基本計画に基づき、県の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に則
のっと

っ

て適正に処理されているか、また、事務の執行が効率的、合理的に行われているかについて、監査

を実施しました。 

 

２ 対象年度 

  平成30年度執行分を基本とし、必要に応じて他の年度執行分についても対象としました。 

 

３ 対象機関及び実施期間 

  全機関（357機関：一般会計・特別会計351機関、企業特別会計６機関）について、平成31年２月 

７日から令和元年11月５日までの間に実施しました。実施機関の一覧は、別表（31～35ページ）の 

とおりです。 

 

４ 実施状況 

(1) 一般会計・特別会計及び企業特別会計の実施機関357機関のうち、151機関については実地監査 

を、206機関については書面監査を、それぞれ実施しました。 

 

 

(2) 工事等監査については、上記(1)の実施機関357機関のうち、工事実施機関である環境部、農政 

部、林務部、建設部及び企業局の本庁及び現地機関のうち37機関を対象に、建設工事及び建設工 

事に係る業務委託について、件数で1,713件、契約金額で814億余円を抽出して実施しました（抽 

出件数率：12.5％、抽出金額率：43.3％）。実施機関の一覧は、別表（31～35ページ、＊印箇所） 

のとおりです。 

 

 

 

 

う ち 実 地 監 査 う ち 書 面 監 査
実 施 機 関 数

4

206

4

1

201

202

2

151

149

1

1

357
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5

6

351

1

85
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現 地 機 関
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特 別 会 計

企 業
特 別 会 計

本 庁

現 地 機 関

計

区　　分
件　　数 件　　数金　額（億円）

全体箇所

1,492.2

4,678

9,022 1,103

610

1,713

-

13,700

386.0

12.5-

1,878.2

金　額（億円）

692.3

うち抽出箇所

121.8

43.3

814.1

工　　　　事

委　　　　託

合 計

抽出率(％)

 第１ 監査の概要 
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(3) 実地監査は、事務局職員による事務調査の結果を踏まえ、監査対象機関に出向き、提出された 

 監査調書等に基づき、その内容を確認するとともに、関係職員からの説明を聞き取るなどの方法 

により実施しました。 

 

(4) 書面監査は、事務局職員による事務調査の結果を踏まえ、提出された監査調書等に基づき、そ 

 の内容を確認するなどの方法により実施しました。 

 

５ 重点監査（テーマ別監査） 

テーマを「庁舎等の消防用設備点検の状況について」及び「適切な設計変更等について」の二つ

とし実施しました。 

 

 

 

１ 監査結果 

 (1) 総括 

一般会計・特別会計において、指摘事項が１件、指導事項が20件、検討事項が２件ありました。 

企業特別会計においては、指摘事項等はありませんでした。 

指摘事項については、監査実施機関に対し、文書により改善を指示し、措置状況の回答を求め

ました。 

指導事項については、監査実施機関に対し、文書により改善を指導し、処理状況の回答を求め

ました。 

検討事項については、当該事項を所管する関係機関に対し、文書により検討を指示し、措置状

況の回答を求めました。 

また、改善を要すると認められた軽微な事項については、その都度注意を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【監査結果の区分】 

    指摘事項：明らかに法令等に違反しているもの、故意又は重大な過失によるもの、特に指摘 

         すべき重大な事項であると認められるもの 

    指導事項：指摘には至らないが改善を要するもの 

    検討事項：制度又は運用の改善の検討を求めるもの、統一的な指導を求めるもの 

 

 

 

 第２ 監査結果 

 

4

9
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4

1

9
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一般会計・特別会計

指導
事項

検討
事項

91

合計

平 成 30 年 度 2 17 6 25 1 261
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(2) 重点監査（テーマ別監査） 

テーマ１「庁舎等の消防用設備点検の状況について」 

ア 監査目的 

平成29年度の定期監査の結果に関する報告において、庁舎の消防用設備点検結果の不備事

項に対して消防署から早急に改修するよう意見を付されていたにもかかわらず、改修や予算

要求などの対応をしていなかった事例があり、課題が見られました。 

このような状況を受け、庁舎等の消防用設備点検契約についての実態を把握するとともに、

点検結果への対応状況などを調査し、財産管理が適正に行われているか検証することを目的

に実施しました。 

 

イ 対象機関 

庁舎等※の消防用設備点検を実施している機関 

 

※庁舎等：行政機関、試験研究機関、学校、警察署等の施設及び県営住宅とし、指定管理者が管理する

施設、管理を委託している施設を除く。 

 

ウ 実施方法 

対象機関から重点監査調書の提出を求め、実地監査及び書面監査を実施しました。 

 

エ 監査の視点（主な着眼点） 

(ｱ) 設備の点検は適切に行われているか 

(ｲ) 設備の不備等の指摘がある場合は適切に対応しているか 

(ｳ) 点検業務の契約事務は適切に行われているか 

 

オ 調査結果 

(ｱ) 概要 

監査実施機関357機関のうち、庁舎等を管理している機関は201機関でした。 

内訳は、本庁が３機関、現地機関が198機関でした。（表１） 

対象機関が管理する庁舎等の消防用設備等の定期点検の状況、各設備の不備内容の把握

と改修等の対応状況及び定期点検業務契約の状況について調査しました。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１　対象機関一覧

(101)

県民文化部 (8) 現地

区分

林 務 部 (2)
(1)

消費生活ｾﾝﾀｰ(1)

波田学院
児童相談所(5)

部局名(機関数)

(10)

部局名(機関数)

総 務 部

区分 対象機関

本庁３、現地機関198、合計201機関

食肉衛生検査所(3)

看護大学

須坂看護専門学校

対象機関

農 政 部 現地

農業大学校

家畜保健衛生所(4)

女性相談ｾﾝﾀｰ

農業関係試験場(5)

林業大学校

建設事務所(8)

特別支援学校(18)

地域振興局

消防防災航空ｾﾝﾀｰ
危機管理部 (2) 現地

現地 総務管理課(10)

消防学校

(10)

産業労働部 現地

環境保全研究所

工業技術総合ｾﾝﾀｰ(4)

技術専門校(6)
南信工科短期大学校

工科短期大学校
(12)

保健福祉事務所(2)

福祉大学校
総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

動物愛護ｾﾝﾀｰ

教育機関(3)
高等学校(79)

教育委員会

教育事務所(1)

現地

環 境 部 現地

(10)

(1)

健康福祉部 現地 本庁 警察本部

その他の機関(5)

警察署(22)
現地

議会事務局

企 業 局 現地

本庁 財産活用課

発電管理事務所(1)

水道管理事務所(3)

議会事務局 本庁

(28)

(1)

(4)

警 察 本 部

林業総合ｾﾝﾀｰ
現地

砂防事務所(3)
建 設 部 (11) 現地
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(ｲ) 消防用設備等の点検の状況（着眼点(ｱ)） 

消防用設備等は、消防法により、火災時にその機能を発揮することができるよう、定期

的な点検の実施と、消防署長への結果報告が義務付けられています。（表２） 

今回の調査において、庁舎等の消防用設備等の定期点検については、消防設備士又は消

防設備点検資格者を有する業者と契約し、おおむね適正に実施していました。また、点検

結果報告についても、定められた時期に報告していました。 

しかし２機関にあっては、定められた回数の点検を実施していませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｳ) 消防用設備等の不備及び対応状況（着眼点(ｲ)） 

平成 30 年度の定期点検における消防用設備等の不備の内容及び対応の状況を調査しまし

た。（表３） 

調査の結果 68 機関は不備がありませんでしたが、133 機関は何らかの不備が認められま

した。これらの不備に対しては、改修等適切に対応しており、年度後半の点検等による不

備に対しては、翌年度の改修等に向けて予算要求を行うなど、必要な対応がとられていま

した。 

不備の中には、防火戸や消火器の周辺に障害物が置かれているなど、専門的な知識がな

くても発見できるものも見られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防用設備等の全部もしくは一部を作動させ、又は使用することに
より、総合的な機能を消防用設備等の種類に応じて点検基準に従い確
認する。

報　　告
防火対象物の関係者は点検の結果について、特定防火対象物は、年

１回、それ以外は、３年に１回、消防長又は消防署長に報告しなけれ
ばならない。

② 消防用設備等の機器の適正な配置、損傷等の有無その他主として
外観から判別できる事項

③ 消防用設備等の機能について、外観から又は簡易な操作により判
別できる事項

総合点検

【年に1回】

機器点検

【６ケ月に１回】

 次の事項について、消防用設備等の種類等に応じて実施する点検

① 消防用設備等に附置される非常電源（自家発電設備に限る。）又
は動力消防ポンプの正常な作動

表２　消防用設備等の定期点検報告制度

消防法
第17条の
３の３

防火対象物の関係者は、消防用設備等又は特殊消防用設備等につい
て、定期に点検し、その結果を消防長又は消防署長に報告しなければ
ならない。
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(ｴ) 消防用設備等定期点検業務契約の状況（着眼点(ｳ)） 

消防用設備等の定期点検業務契約の事務処理は、財務規則等に則り、おおむね適正に処

理されていました。 

今回の調査において、消防用設備等定期点検業務契約の状況は、以下のとおりでした。 

 

・歳出予算の節区分別に契約方法の状況を調査しました。（表４） 

節区分では、役務費※１が58件（28.0％）、委託料※２が149件（72.0％）でした。 

契約の方法については、随意契約が 201 件（97.1％）で、うち 67 件（32.4％）が公募

型見積合わせ※３によるものでした。消防用設備等定期点検業務は、比較的少額な契約で

あり、随意契約が９割強を占めました。 

 

※１ 役務費：有償契約に基づく労務、技術又は仕事の提供に対する対価としての経費 

※２ 委託料：高度な専門知識を必要とする事務事業の委託契約に基づく経費 

※３ 公募型見積合わせ：案件を県ホームページに公開し、広く事業者に見積書の提出を求め、予定

価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって申込した者と契約を締結する

方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 表４、表５の件数は、契約件数。１機関で複数の契約や、複数機関でまとめての契約があるため、

合計件数は機関数と一致しない。 

 

 

表４　契約方法別の状況

委託料

合　計

一般競争
入札

3

3

6

区　分

役務費

合　計

（件）

146

201

38

29

67 207

149

58

随意契約

うち公募型

55

表３　消防用設備等の定期点検における主な不備の内容
設備等の名称等 機関数 不備の内容の例示

1 消火器 50 耐用年数超過、圧力低下

2 消火栓ホース 15 破損、劣化、耐用年数超過

3 消火栓呼水槽 6 給水不可、ボールタップ劣化

4 消火栓ポンプ 5 圧力計不良、コック不良

5 ボックス等 4 消火器ボックス劣化、破損

6 １～５以外の消火設備 7 腐食、錆、電圧低下、散水障害

7 火災報知設備 41 基盤不良、表示灯不良

8 感知器 51 不作動、作動不良

9 非常警報装置 17 回路不良、スピーカー不鳴動

10 放送設備 12 バッテリー経年劣化、スピーカー不鳴動

11 標識等 5 標識板不良、不明

12 避難器具 9 使用法表示欠落、格納箱ハッチ錆

13 誘導灯 60 バッテリー不良、ランプ切れ

16 その他（障害物） 6 防火戸、消火器等周辺に障害物

14 防火戸 31 作動不良、留め金不良

15 排煙設備 13 バッテリー不良
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・契約方法別に予定価格の算出方法を調査しました。（表５） 

一般競争入札では、積算によるものが５件（83.3％）で、８割強を占めました。 

随意契約では、62 件（30.8％）が積算によるもので、参考見積及び前年度実績の計が、

139 件（69.2％）で７割弱を占めました。公募型見積合わせでは、28 件（41.8％）が積

算によるもので、参考見積及び前年度実績の計が 39 件（58.2％）で、５割強を占めまし

た。 

今回の調査において、積算については、「建築保全業務共通仕様書」及び「建築保全

業務積算基準・要領」（国土交通省）を使用した、又はこれらに準拠した県財産活用課

の通知によるひな形を使用した等、主に仕様書から公表単価・歩掛をもとに予定価格を

算出したとするものを集計しました。 

積算に基づき予定価格を算出することは、専門性の観点から敬遠される傾向にあるこ

とがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 監査結果 

今回の重点監査は、県の機関における庁舎等の消防用設備等定期点検業務契約の実態を把握す

るとともに、点検結果における不備への対応状況等を調査し、財産管理が適切に行われているか

検証しました。 

点検結果への対応状況については、各設備の不備に対して改修等を行ったり、翌年度での予算

要求等適切に対応されていました。 

定期点検業務契約の事務処理については、財務規則等に則り、おおむね適正に処理されていま

したが、機器点検の回数等について、２機関において不適切な取扱いが見られました。 

 

○ 指導事項 

・ 消防用設備等の機器点検は年２回（６ケ月に１回）実施しなければならないとこ 

ろ、議員会館について年１回しか実施していなかった。 

また、防火管理者を議会事務局職員から選任すべきところ、外部に委託していた。 

【議会事務局】 

・ 消防用設備等の機器点検は年２回（６ケ月に１回）実施しなければならないとこ 

ろ、戸隠分校における一部設備については年１回しか実施していなかった。 

【長野吉田高等学校】 

（指導事項 18ページ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 51 89 67 207

うち公募型 21 18 28 67

随 意 契 約 51 88 62 201

一般競争入札 0 1 5 6

表５　予定価格の算出方法 （件）

区　分 参考見積 前年度実績等 積算 合　計
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  キ まとめ 

消防法では、消防用設備等は、施設の用途、規模、収容人員などに応じて、一定の基準にした

がって設置すると定められています。また、これらの消防用設備等が有効に機能するために、消

防用設備等の点検と報告が義務付けられています。消防用設備等の点検には、専門知識や技術を

持った消防設備士や消防設備点検者が実施する定期点検と、施設管理の担当者が行う日常点検が

あります。 

 

定期点検の結果における不備に対する対応状況は適切でしたが、不備の中には、消防用設備等

の設置箇所への障害物放置、消防用設備等の耐用年数超過、破損、劣化、設置欠落、ランプ切れ

等日常点検で認識可能なものがありました。これらは、施設管理の担当者による日常点検を充実

することにより、より早期の対応が可能であると考えます。 

 

消防用設備等の定期点検業務契約の事務処理は、財務規則等に則り、おおむね適正でした。 

契約方法は、比較的少額な契約のため、随意契約が大半で、積算による予定価格の算出は、少

数でした。 

また、前例を見直し見積り依頼業者を増やしたところ、競争性が働き契約金額が前年より低く

なった事例がありました。 

県契約・検査課では、競争の公平性や透明性の確保を目指し、公募型見積合わせの対象契約を

拡大する取組を行っています。また、県財産活用課では、県有施設の維持管理に係る委託業務の

最適化に資するため、仕様書及び積算内訳書のひな形を示しているところでもあり、これらの取

組に対する動向や効果について、引き続き注視していく必要があります。 

 

各機関は、定期点検業務契約にあっては、競争の公平性や透明性を確保するため、引き続き適

正な契約事務に努められることを望みます。また、有事の際に各設備の機能が十分に発揮できる

よう、施設管理にあっては定期点検業者任せにすることなく、日常点検を通じて消防用設備等の

現状を把握し、適切な維持管理に努めてください。 
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テーマ２「適切な設計変更等について」 

ア 監査目的 

土木工事における設計変更については、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17 年

法律第 18 号）において、発注者の責務として適切な工期設定、適切な設計変更を行うことが定

められています。 

環境部・農政部・林務部・建設部では、設計変更手続を円滑かつ適切に行えるよう「設計変更

ガイドライン」を平成 28 年４月に、やむを得ず工事を中止せざるを得ない場合に適切に対応す

るよう「工事一時中止に係るガイドライン（案）」を平成 29 年４月にそれぞれ策定し、運用し

ているところです。 

これらガイドラインの策定から数年経過している中、工事を実施する上でガイドラインに沿っ

て各種手続を行い、発注者としての責務を果たしているかを検証することを目的に実施しました。 

 

イ 監査対象 

(ｱ) 対象機関 

地域振興局（農地整備課(10)及び林務課(10)）、環境部（流域下水道事務所(3)）、建設部

（建設事務所(13)、砂防事務所(3)）の計39機関（地域振興局の課を１機関として計上）。 

(ｲ) 対象工事 

平成30年度に実施している工事のうち次に該当するもの 

① 変更請負代金額を30％以上かつ1,000万円以上増額している工事 

② 工期を90日以上延長している工事 

③ 一時中止している工事 

 

ウ 実施方法 

対象機関から重点監査調書の提出を求め、実地監査及び書面監査を実施しました。 

 

エ 監査の視点（主な着眼点） 

設計変更等の手続について、建設工事標準請負契約約款に基づき「設計変更ガイドライン」、

「工事一時中止に係るガイドライン（案）」に沿って行っているか 

(ｱ) 設計修正等が必要となった場合、受注者の負担とさせていないか 

(ｲ) 契約変更の手続前に行う必要のある作業指示を必ず書面で行っているか 

(ｳ) 変更見込金額が請負代金額の30％を超えるおそれのある場合は、当該工事と分離できない理

由を明確にして、請負人等選定委員会の活用や設計変更確認書を用いて意思決定を行っている

か 

(ｴ) 受注者の責めに帰すことができない事由により工事を施工できない場合、工事の一時中止を

行っているか。 

(ｵ) 一時中止の手続は適切に行われているか 

 

オ 調査結果 

 (ｱ) 対象件数 

平成 30 年４月から平成 31 年３月までの間に工期が含まれる工事で、緊急時の応急対応を

除いた件数は 2,744 件でした。このうち変更請負代金額を 30％以上かつ 1,000 万円以上増額

している工事は 67 件（2.4％）、工期を 90 日以上延長している工事は 389 件（14.2％）、一

時中止をしている工事は 51 件（1.9％）ありました。なお環境部では、該当する工事はあり

ませんでした。（表１） 
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(ｲ) 変更請負代金額を30％以上かつ1,000万円以上増額した工事について（調査件数61件） 

主な変更理由を確認したところ、地表面の凹凸や湧水の有無など自然的な面で設計図書と

実際の現場の施工条件が一致しないという理由が多く、続いて軟弱地盤や転石など設計図書

に明示されていない自然的条件について予期することができなかったことにより、設計変更

した工事が多い状況でした。（表２） 

 

設計図書と現場が一致しない場合など設計修正が必要となった場合には、その費用を適切

に計上したり、別途コンサルタントへ委託するなど、受注者へ負担させている状況はありま

せんでした。（着眼点(ｱ)） 

設計変更の指示については、概ね書面にて行っていましたが、一部の工事については書面

指示が確認できなかったり、新たな工種を追加する時に概算金額を記載することとしていま

すが、確認できなかった工事もありました。（着眼点(ｲ)） 

請負代金額が 30％を超えて増額するおそれのある場合には、請負人等選定委員会を活用し

意思決定を明確にするために、設計変更確認書を作成することとしており、確認した全ての

工事において適切に行われていました。（着眼点(ｳ)） 

 

 

 

10

発注者が必要であると認めた
（第19条）

9

明示されていない人為的条件について予期することのできない特別な状態が生じた
（第18条第１項第５号）

表２　主な変更理由（建設工事標準請負契約約款の条項別）

件変更理由

設計図書に示された人為的な施工条件と現場が一致しない
（第18条第１項第４号）

7

明示されていない自然的条件について予期することのできない特別な状態が生じた
（第18条第１項第５号）

17

設計図書に示された自然的な施工条件と現場が一致しない
（第18条第１項第４号）

18

　重複があるため、対象工事の件数は延件数

318

66

59

65 9

発注工事 工期を90日以上
延長している工事

30％以上かつ
1,000万円以上
増額した工事

一時中止
している工事

35

1

0

59

)0

(

)

)

)

59

224 )

)

43

区 分

合 計

建 設 部

環 境 部

農地整備課

林　務　課

地  域

振興局

2,744 ) 389 365

(

)0 0(

2,159

(

(

(

(

(

264 241 35

7

1

0

7

9

0

　（　　）内は、うち調査の件数及び割合

対象工事

表１　部局別対象件数 （単位：件、％）

割 合 2.4 2.2 ) 14.2 13.3 )

67

53

)

)

(

)

(1.9 1.9 )(

(

(

(

(

(

(

)51

)7 7

)

61 ) (51
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(ｳ) 工期を90日以上延長している工事について（調査件数365件） 

主な延長理由を確認したところ、伐採後の状況により法面対策が必要になったり、軟弱地

盤に対する補強など対策工事の増工による理由が多く、続いて関係機関との協議、関連工事

との調整、工法の検討、設計の修正等に不測の日数を要したという理由が多い状況でした。

（表３） 

 

工期を延長する場合に、受注者・発注者いずれから延長請求を行っているかについても確

認しました。調査した 365 件の工事では変更契約を延べ 1,008 回行っており、そのうち設計

変更を伴わない工期延長変更契約については 480 回行っていました。内訳については、受注

者から工期延長請求しているものが 263 回（54.8%）、発注者から延長しているのが 169 回

（35.2%）、一時中止時に延長したものが48回（10.0%）という状況でした。（表４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「設計変更ガイドライン」では、延長請求は受注者から行うこととしていますが、発注者

から請求している理由を確認したところ、受注者に延長理由の原因がないため、発注者から

請求したという例が多い状況でした。 

 

(ｴ) 一時中止している工事について（調査件数51件） 

主な中止理由を確認したところ、積雪等天候に係るものや、農繁期の工事を避けてほしい

など関係者からの要請によるものが多い状況でした。（表５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法面対策や軟弱地盤など対策工事の増工によるもの 137

天候の不良によるもの 36

関係機関、地元住民、地権者などの協議に不測の日数を要したもの 62

近接工事、関連工事との調整に不測の日数を要したもの

24

現場内の災害により緊急対応したもの、資材運搬路の災害によるもの 25

41

工法の検討・変更、設計修正等に不測の日数を要したもの 40

延長理由 件

表３　主な延長理由

その他（他機関からの要請、資材調達など）

近接工事との調整によるもの 7

関係機関、地権者などの協議に不測の日数を要したもの 7

運搬路の災害復旧のため 4

表５　主な一時中止理由

工法の検討・変更、設計修正等に不測の日数を要したもの 3

一時中止理由 件

天候の影響によるもの（積雪、融雪、出水期） 20

他機関からの要請に基づくもの（農繁期、観光シーズン等） 10

請求・通知
合　計

295 295

233 233

263 169 432

48 48

工期延長 263 217

表４　変更契約状況 （単位：件）

設計変更のみ

工期延長のみ

設計変更と工期延長

受注者から 発注者から

一時中止によるもの

480

変更契約内容
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90 日以上工期を延長した工事の中で、相当期間現場で施工していない場合に、工事を一時中

止することができたかを確認したところ、54 箇所で工事中止が可能であったと考えられました。

（着眼点(ｴ)） 

一時中止の手続については、おおむね適切に行われていましたが、一部の工事では基本計画書

が提出されていないなどの不備がありました。（着眼点(ｵ）) 

 

カ 監査結果 

「設計変更ガイドライン」、「工事一時中止に係るガイドライン（案）」を策定後、ガイドラ

インに沿って手続をしているか確認したところ、おおむね適切に行われていましたが、設計変更

に係る協議や工期延長を行う際の手続及び工事の一時中止の判断において、一部改善していく必

要があると考えます。 

 

キ 意見 

  設計変更等を実施するにあたっては、建設工事標準請負契約約款に基づき、「設計変更ガイド

ライン」、「工事一時中止に係るガイドライン（案）」に沿って適切に行ってください。 

 

   (ｱ) 設計変更について 

     金銭を含むトラブル等を未然に防ぐためにも、設計変更の指示は口頭のみでなく必ず書面に

て行ってください。また新たな追加工種については、書面に概算金額を記載してください。 

 

(ｲ) 工期延長について 

受注者の責めに帰すことができない事由により工期延長が必要になった場合は、理由ごと

に建設工事標準請負契約約款の適用条項を整理し、工期のみの延長は、受注者と発注者が協

議をした上で、発注者の帰責事由によるものを含み、受注者の同意を確認するためにも受注

者から請求させてください。 

 

(ｳ) 工事の一時中止について 

受注者の責めに帰すことができない事由により施工ができなくなった場合は、発注者が一

時中止の指示をしなければならないとされています。中止することにより配置技術者の専任

が解かれるなど、受注者の負担軽減にもつながりますので、相当期間現場で施工できない場

合は、一時中止するようにしてください。また、一時中止した場合には、受注者から基本計

画書を提出させるなど各種手続を行ってください。 

 

【所管機関：農地整備課、森林政策課、建設政策課】 
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２ 指摘事項 

分類 指 摘 事 項（分類コード） 機関名 

 

支 出 

事 務 

 

１件 

１ 事前審査の事務処理に関するもの（384）  

 
(1) 支出負担行為時における事前審査未実施 

昨年度の定期監査において、指導事項として改善を求めたにもかかわら

ず、改善されていなかった。 

（使用料及び賃借料の支出負担行為の際に受けるべき出納機関の事前審 

査を受けていなかった。） 
 

 
 

保健・疾病 

対策課 
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３ 指導事項 

分類 指 導 事 項（分類コード） 機関名 

 

収 入 

事 務 

 

８件 

１ 収入未済額の解消に関するもの（110）  

 
(1) 収入未済の事務手続き 

生活保護法第63条の返還金の債務者が死亡した際、相続人への催告など必

要な事務を行っていなかった。 

（１件 79,449円） 
 

 
 

伊 那 保 健 

福祉事務所 

２ 貸付料の算定に関するもの（122）  

 
(1) 普通財産貸付料の算定誤り 

使用期間が１年未満の普通財産貸付について、電柱の貸付料の額は月割り 

 によるものとするところ、日割りで計算していた。 

 
 

 
 

上   田 

地域振興局 

総務管理課 
 

 
３ その他調定等の事務処理に関するもの（125） 

 

 
 
(1) 道路占用料の過徴収 

  道路占用料について、過年度分において、占用料の算定に誤りがあったた

め過徴収となっていた。（１件 3,500円） 

また、徴収済額の一部は時効により還付不能となった。 

（１件 9,220円 ※S60年度以降で確認できた金額） 
 

 
 

伊   那 

建設事務所 

 
 
(2) 道路占用料の徴収不足 

  道路占用料について、占用料の算定を誤ったまま長期間の徴収をしたた

め、徴収不足となっていた。（２件 2,425,850円） 

また、徴収不足分の一部は時効により徴収不能となった。 

（２件 768,163円） 
 

 
 

安 曇 野 

建設事務所 

 
 
(3) 河川占用料の過徴収等 

  河川占用料について、誤った徴収を行っていた。 

  （４機関 87件 780,852円） 

また、徴収済額の一部は時効により還付不能となった。 

（４機関 25件 275,821円） 

 

・ 飯田建設事務所 

他建設事務所で徴収すべき占用料を徴収していたため、重複徴収となっ

ていた。（１件 72,200円） 

また、徴収済額の一部は時効により還付不能となった。 

（１件 54,150円） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

飯   田 

建設事務所 

 

 

 

 

 
 



- 14 - 

 

分類 指 導 事 項（分類コード） 機関名 

 

収 入 

事 務 

 
・ 安曇野建設事務所 

占用料の算定を誤ったまま長期間の徴収をしたため、過徴収となってい

た。（45件 36,892 円） 

また、徴収済額の一部は時効により還付不能となった。 

（18件 6,168円） 

 

・ 千曲建設事務所 

国の許可分について、許可期間を誤って徴収していた。 

（10件 406,900円） 

また、徴収済額の一部は時効により還付不能となった。 

（５件 203,450円）。 

 

・ 北信建設事務所 

占用料の算定を誤ったまま長期間の徴収をしたため、過徴収となってい 

た。（31件 264,860 円） 

また、徴収済額の一部は時効により還付不能となった。 

（１件 12,053円） 
 

 
安 曇 野 

建設事務所 

 

 

 

 

千   曲 

建設事務所 

 

 

 

 

北   信 

建設事務所 

 

 
 

 
 
(4) 河川占用料の調定漏れ 

  河川占用料について、過年度分において調定漏れがあった。 

  （２機関 ４件 14,398円） 

また、一部は時効により徴収不能となった。 

（２機関 ２件 20,798円） 

 

・ 伊那建設事務所 

河川占用料について、過年度分において調定漏れがあった。 

（１件 5,470 円） 

また、一部は時効により徴収不能となった。（１件 19,107円） 

 

・ 北信建設事務所 

河川占用料について、過年度分において調定漏れがあった。 

（３件 8,928 円） 

また、一部は時効により徴収不能となった。（１件 1,691円） 
 

 
 

 

 

 

 

 

伊   那 

建設事務所 

 

 

 

北   信 

建設事務所 

 
 

 

 

 
(5) 使用料の誤徴収 

  県営住宅敷地使用料について、調定額を入力する際に使用していた一覧表

に、算定した使用料を誤って転記したため、使用料の金額を誤った徴収をし

ていた。（１件 30円） 
 

 
 

上   田 

建設事務所 

 

 

 

４ その他収入の事務処理に関するもの（130） 
 

 
(1) 事業分担金の未徴収 

県営農村地域防災減災事業分担金について、未徴収があった。 

（１件 200,000円） 

 

 
 

佐   久 

地域振興局 

農地整備課 
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分類 指 導 事 項（分類コード） 機関名 

 

支 出 

事 務 

 

８件 

１ 職員手当支給の返納又は追給を要するもの（311） 

 
(1) 教育業務連絡指導手当の誤支給 

教育業務連絡指導手当について、年次休暇取得日に当該手当を支給してい

た。（１件 200円） 
 

 
 

東   信 

教育事務所 
 

 
２ 旅費の返納又は追給を要するもの（321） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(1) 旅費の重複支給 

ア 普通旅費の重複支給及び誤支給 

同一日に開催した審議会の双方に出席していた２名の者に対し、普通旅

費をそれぞれ重複して支給していた。（２件 9,440円及び1,080円） 

また、指定席特急料金を通常期にもかかわらず、繁忙期の額で過支給し

ていた。（１件 400円） 

 

イ 費用弁償旅費の重複支給 

同一日に開催した会議の双方に出席していた者に対し、費用弁償旅費を

重複して支給していた。（１件 4,020円） 

 

ウ 職員旅費の重複支給 

職員に対する旅費を重複して支給していた。 

   （４機関 ５件 28,960円） 

 

 ・ 園芸畜産課（１件 3,260円） 

 

 ・ 佐久地域振興局 農地整備課（１件 10,360円） 

 

 

 

 ・ 佐久保健福祉事務所（２件 14,560円） 

 

 

・ 中信教育事務所（１件 780円） 

 
 

 
 

 

こども・家

庭課 

 

 

 

 

障がい者支

援課 

 

 

 

 

 

園芸畜産課 

 

佐   久 

地域振興局 

農地整備課 

 

佐 久 保 健 

福祉事務所 

 

中   信 

教育事務所 
 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事前審査の事務処理に関するもの（384） 

 
(1) 支出負担行為時における事前審査未実施 

  「負担金、補助及び交付金」について、財務規則第64条により会計管理者

等の事前審査を受けなければならないところ、事前審査を受けていなかっ

た。（１件） 

 

環境保全型農業直接支払等推進交付金 

交付決定額  1,067,700円 

 

 
 

南 信 州 

地域振興局 

農政課 
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分類 指 導 事 項（分類コード） 機関名 

 

支 出 

事 務 

 

 

 
(2) 支出負担行為変更時における事前審査未実施 

  「委託料」、「負担金、補助及び交付金」について、財務規則第65条により

会計管理者等の事前審査を受けなければならないところ、事前審査を受けて

いなかった。 

（４機関 ５件） 

 

・諏訪地域振興局 農地整備課 

   県営農村地域防災減災事業 管路工設計業務 

   （当初契約時は事前審査実施済） 

   変更契約額  8,262,000円  【工事等監査】 

 

  ・南信州地域振興局 農政課 

     経営体育成支援事業補助金 

（当初交付決定時は事前審査実施済） 

変更交付決定額  3,484,000円 

 

  ・北信地域振興局 環境課 

     登山道等緊急整備支援事業補助金 

（当初交付決定時は事前審査実施済） 

     変更交付決定額  16,929,000円 

 

  ・大町建設事務所 

     住宅・建築物耐震改修総合支援事業補助金 

     第１回変更交付決定額   750,000円（事前審査不要案件） 

第２回変更交付決定額  1,000,000円 

第３回変更交付決定額  1,205,000円 
 

 
 

 

 

 

 

 

諏   訪 

地域振興局 

農地整備課 

 

 

南 信 州 

地域振興局 

農政課 

 

 

北   信 

地域振興局 

環境課 

 

 

大   町 

建設事務所 

 
 

 

 

 

 

 

４ 給付完了検査の事務処理に関するもの（385） 

 
(1) 給付完了検査の遅延 

委託契約において、契約書に記載の時期を超えて完了検査を行っていた。 

 
 

 
 

長   野 

建設事務所 
 

 
５ その他支出の事務処理に関するもの（386） 

 
(1) 歳出予算の年度誤り 

平成30年度事業のうち、平成31年度で支出すべき予算の一部を現年度（30 

年度）で執行していた。 

 

 
 

諏   訪 

地域振興局 

農地整備課 
 

 

 

 

 

 
(2) 支払遅延による延滞金の発生 

平成31年１月請求分のガス使用料金について、納付期限が１月31日（木） 

であったが、期限内に支払わなかったため、遅収加算額（延滞金）が1,401 

円発生した。 
 

 
 

南信消費生 

活センター 
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分類 指 導 事 項（分類コード） 機関名 

 

支 出 

事 務 

 

 

 
(3) 所得税の納付期限後納付による不納付加算金の発生 

  非常勤職員等に支払う賃金や報酬にかかる源泉所得税及び復興特別所得

税の納付について、源泉所得税の納期の特例における要件に適合しないにも

関わらず、年２回の支払いを行っていた。 

また、平成30年１月から６月までの所得税について、７月10日までに納付

すべきところ、９月７日に納付したため不納付加算金8,500円が発生した。 
 

 
 

松本筑摩 

高等学校 

 

補助金 

事 務 

 

３件 

１ 交付決定等の事務処理に関するもの（410）  

 
(1) 補助金交付決定の事務処理 

 ア 事務処理の時期 

文化財保護事業補助金の交付事務において、補助金交付決定の事務を、

事業完了後に行っていた。 

 

イ 交付条件 

農業競争力強化農地整備事業（農業基盤整備促進事業）の交付決定に係 

る予定の期間内に事業が完了していないにもかかわらず、完了期限延長に 

係る手続を行っていなかった。 
 

 
 

 

文化財・生

涯学習課 

 

 

佐   久 

地域振興局 

農地整備課 
 

 
２ その他補助金の事務処理に関するもの（430）  

 
 
(1) 補助金の額の確定 

認知症疾患医療センター運営事業補助金の額の確定について、４月25日ま 

でに行うべきところ、５月８日に行っていた。 
 

 
 

保健・疾病

対策課 
 

 
(2) 補助金の概算払の精算未回付 

全額概算払を行った補助金について、額の確定時に起案文書を出納機関へ 

回付すべきところ、回付していなかった。 

（３件 120,459,000円） 

 

長野県長寿社会開発センター運営事業補助金 １件 70,809,000円 

人生二毛作社会推進事業補助金       １件 44,617,000円 

老人クラブ活動推進事業補助金       １件  5,033,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

健康増進課 
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分類 指 導 事 項（分類コード） 機関名 

 

財産管

理事務 

 

１件 

１ その他財産管理に関するもの（540） 
 

 
(1) 消防用設備点検の実施 

消防用設備等の機器点検は年２回（６ケ月に１回）実施しなければならな 

いところ、年１回しか実施していなかった。 

 

 ・議会事務局 

議員会館について年１回しか実施していなかった。 

また、防火管理者を議会事務局職員から選任すべきところ、外部に委託

していた。 

 

・長野吉田高等学校 

 戸隠分校における一部設備については年１回しか実施していなかった。 

 

【重点監査テーマ１】 

 

 
 

 

 

 

議会事務局 

 

 

 

 

長野吉田 

高等学校 
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４ 検討事項 

分類 検 討 事 項 機関名 

 

収 入 

事 務 

 

１件 

 

 

 

 

１ 河川占用料の誤徴収等の対策  

 
河川占用料については、建設事務所による自己点検のほか河川課による一

斉点検調査などで事務処理の改善に努めているところですが、近年、過去数

年に及ぶ調定漏れ、過徴収の案件が見受けられます。 

新規許可以外の占用料については、毎年度４月30日までに納付しなければ

ならないとされていますが、定期人事異動に伴う担当者の交代、年度初めの

チェック時間不足などが考えられますので、占用料の調定漏れ、過徴収を防

ぐための方策を検討してください。 

また、河川占用許可台帳システムにおける占用物件の端数処理について徹

底されていない事例がありましたので、マニュアルの整備や担当者への周知

方法、必要に応じたシステム改修を併せて検討してください。 
 

 
河川課 

 

補助金

事 務 

 

１件 

 

 

 

１ 補助金交付要綱の改正等 
 

 
教育事務所が執行する文化財保護事業補助金(県単)において、平成28年度

に補助金交付要綱等に「事前着手」に関する特段の定めがないにもかかわら

ず交付申請前に着手した事業に対し補助金を交付していた事例がありまし

た。 

また、平成30年度の本庁執行分においても、交付申請前に着手した事業に

対し補助金を交付していた事例がありました。 

今後も同様の事案が想定されますので、交付申請前の事業着手の取扱いに

ついて、補助金交付要綱の改正等を検討してください。 
 

 
文化財・生

涯学習課 
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５ 分類別指摘事項等の件数 

 
231 20 2

1 1

1 1

3 1 4

2 1 3

3

9

1 1

1

3

11

1 1

2

9

3

1 2

1

（分類コード）指摘事項・指導事項・検討事項の分類

小　　　　　計

３　支出事務関係

(311) 職員手当支給の返納又は追給を要するもの

(312) その他職員手当支給の事務処理に関するもの

(321) 旅費の返納又は追給を要するもの

(322) その他旅費支給の事務処理に関するもの

(331) 工事請負費の執行に関するもの

(270) その他契約の事務処理に関するもの

小　　　　　計

合　　　　　計

小　　　　　計

４　補助金事務関係

(420) 実績報告書の提出の時期に関するもの

(430) その他補助金の事務処理に関するもの

(610) その他の事務処理に関するもの

５　財産管理事務関係

(510) 公有財産に関する帳票の整理等に関するもの

(520) 物品に関する帳票の整理等に関するもの

(530) 財産の有効利用等に関するもの

(540) その他財産管理に関するもの

小　　　　　計

一般会計・特別会計 企業特別会計

8 1

5 5

1 1

1 1

計
指
摘

指
導

検
討

計

６　その他

小　　　　　計

(383) 支出負担行為の時期に関するもの

(384) 事前審査の事務処理に関するもの

(385) 給付完了検査の事務処理に関するもの

(386) その他支出の事務処理に関するもの

小　　　　　計

(341) 委託料の執行に関するもの

(351) 役務費、使用料の執行に関するもの

(361) 備品購入費の執行に関するもの

(371) 需用費の執行に関するもの

(381) 効率的・計画的な予算執行に関するもの

(382) 支出科目に関するもの

1

(210) 契約書又は請書の作成に関するもの

(220) 契約書等の記載内容に関するもの

(230) 随意契約の理由等に関するもの

(240) 予定価格の設定の事務処理に関するもの

(250) 入札参加要件の設定又は請負人等の選定の事務処理に関するもの

(260) 入札手続及び見積書徴取の事務処理に関するもの

8

1 1

指
摘

指
導

検
討

(410) 交付決定等の事務処理に関するもの

(125) その他調定等の事務処理に関するもの

(130) その他収入の事務処理に関するもの

２　契約事務関係

(123) 管理経費の算定に関するもの

(124) 調定の時期に関するもの

(110) 収入未済額の解消に関するもの

(121) 使用料の算定に関するもの

(122) 貸付料の算定に関するもの

１　収入事務関係
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   地方自治法第199条第10項の規定により、監査の結果に関する報告に添えて提出する意見は、次の

とおりです。 

   意見については、当該事項を所管する関係機関（全機関の場合は各部局主管課等）に対し、対応

方針の回答を求めました。 

 

１ 各部局に共通する意見 

意      見 

 

１ 内部統制機能の強化とコンプライアンスの推進  

本年度の指摘、指導及び検討事項の件数は、23件でした。（昨年度は26件） 

各機関が適正な事務処理に努めている中、本年度も道路占用料、河川占用料の算定誤りによる過

徴収・誤徴収、旅費の重複支給、出納機関における事前審査未実施など基本的な事務処理の誤りが

見られました。 

毎年発生している不適正な事務処理は、関係規程に対する認識不足や確認漏れ、不注意などに起

因するものであると考えます。 

各機関とも、同様の誤りを繰り返さないようにするため、現行の執行状況を再点検し、担当者任

せにならないよう、決裁過程でのチェック体制の強化、事業の進捗管理の徹底、効果的・効率的な

事務処理方法の検討など、組織として内部統制機能の強化を常に意識してください。 

本年６月には、県立高等学校の事務長による私費会計の金銭横領事案について懲戒処分が行われ

ました。金銭横領は断じて許されるものではなく、県行政及び職員全体に対する県民からの信頼を

著しく損ねるものであり、極めて遺憾です。 

来年度からは地方自治法に規定する内部統制制度が施行されることから、これまでに培ったリス

クマネジメントの取組を活かしながら、統制機能が通常の業務に組み込まれ適正に遂行されるよ

う、全職員が主体的に取り組むことが求められます。 

職員一人ひとりが常に目的意識やコスト意識を持ち、従来のしきたりやルール自体の見直しにも

柔軟に取り組むなど、継続的にリスク管理の意識を持って業務を遂行することが重要であり、コン

プライアンスを「自分ごと」として捉える意識改革を一層進めてください。 

 

各機関がそれぞれ実情に合わせ行っている取組の中から、他の機関においても有効かつ実効性が

あると考えられる事例を30ページに掲載しましたので、参考にしてください。 

（所管機関：全機関） 

 

 

 

 

 第３ 意見 

 

【内部統制機能】 

   ここでいう内部統制機能とは、違法行為、不正、ミスなどが発生しないよう、法令や所定の基準、手続

等に基づいて、業務が健全かつ効率的に運営されるよう、組織自らが自律的に管理統制を行う機能のこと

です。 
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意      見 

 

２ 税外収入未済額の解消 

  平成30年度の収入未済額のうち、県税に係るものを除いた税外収入未済額の状況は、次ページ

「一般会計・特別会計に係る税外収入未済額一覧表」のとおりです。その総額は26億5,506万余円

で、前年度に比べ729万余円（0.3％）の増加となっています。 

   （税外収入未済額の推移） 

区  分 平成 30年度 平成 29年度 増  減 前年度比 

税外収入未済額 2,655,066,057円 2,647,768,744円 7,297,313円 100.3％ 

 

このうち、貸付金など継続性があり今後も収入未済が発生する可能性のある債権の税外収入未済 

額は16億6,899万余円で、前年度に比べ4,250万余円（2.5％）の減少となっています。 
 

（継続性があり今後も収入未済が発生する可能性のある債権の税外収入未済額の推移） 

区  分 平成 30年度 平成 29年度 増  減 前年度比 

※印の付いた税外収入未

済額の計 
1,668,994,746円 1,711,497,452円 △42,502,706円 97.5％ 

 

（上記税外収入未済額の処理状況） 

過 年 度 発 生 分 
現年度発生分 Ｄ 

増減額 

Ｄ-(A+B+C) 収入済額  Ａ 不納欠損額  Ｂ 減額調定額 Ｃ 

146,808,622円 21,294,335円 0円 125,600,251円 △42,502,706円 

  

本年度の税外収入未済額は前年度と比べ729万余円（0.3％）増加しています。また、新たに２億

1,263万余円が未収金となり、依然として多額となっています。 

収入未済となったものについては、引き続き平成26年３月に長野県税外未収金縮減対策委員会が

策定した「税外未収金に係る債権回収・整理マニュアル」に基づき、本庁と現地機関が一体となり

縮減に向けた取組を積極的に進めてください。 

特に、収入未済額が減少していない未収金にあっては、それぞれの機関において、現在の取組の

効果検証を行い、発生を未然に防止する対策も含めて対応策を講じてください。 

   

（注）これら税外収入未済額の状況で、前年度から増加したもの、継続性があり今後増加する可能性のあるものにつ

いては、「２ 部局ごとの意見」において個別に記載してあります。 

 

（所管機関：収入未済額のある機関を所管する課） 
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意      見 

 一般会計・特別会計に係る税外収入未済額一覧表 

 

 
 

部 局 　 所　管　課 内　　　　　　　容

総 務 部 税務課 県税付帯債権（延滞金等） 55,838,862 ★公

こども・家庭課 児童福祉施設入所負担金 ※ 71,996,769 ★公

こども・家庭課 児童扶養手当過払返納金 ※ 19,027,730 ＊公

こども・家庭課 母子父子寡婦福祉資金貸付金 ※ (特) 241,400,832 私

医療推進課 看護職員修学資金貸付金 ※ 8,788,000 私

地域福祉課 生活保護費返還金 49,361,042 ★＊公

障がい者支援課 社会福祉施設入所者負担金 ※ 3,386,431 ★公

障がい者支援課 総合リハビリテーションセンター施設使用料 5,476,697 私

障がい者支援課 心身障害者扶養共済加入者掛金 ※ (特) 8,121,330 私

障がい者支援課 心身障害者扶養共済年金給付返納金 (特) 40,000 私

医療推進課　他 その他 2,145,801

資源循環推進課 不法投棄産業廃棄物撤去代執行費用弁済金 274,820,688 ★公

資源循環推進課 事務管理に基づく費用弁償金 8,175,600 私

産業立地・経営支援課 55,812,200 私

産業立地・経営支援課 不法占有に係る賃料相当額 71,052,201 私

産業立地・経営支援課 建物収去土地明渡等請求事件に係る執行費用等 59,009,853 ＊公

産業立地・経営支援課 高度化資金貸付金 ※ (特) 680,163,126 私

産業立地・経営支援課 設備近代化資金貸付金 (特) 19,975,566 私

ものづくり振興課 庁舎等管理経費 4,396 私

農地整備課 入札保証金 1,751,006 私

農村振興課 農業改良資金貸付金 (特) 23,530,000 私

農村振興課 漁業改善資金貸付金 (特) 3,940,000 私

森林づくり推進課 森林造成事業補助金返還金 14,731,100 ＊公

森林づくり推進課 造林事業に係る補助金に関する損害賠償金 214,413,223 私

森林づくり推進課 行政財産使用料 (特) 200 私

信州の木活用課 林業・木材産業改善資金貸付金 ※ (特) 15,407,930 私

信州の木活用課 林業・木材産業改善資金貸付金違約金 (特) 2,111,578 私

道路管理課 事故等に係る原因者負担金 3,746,925 ＊公

河川課 河川占用料 18,642,111 ★公

都市・まちづくり課 契約解除に伴う補償金返還金 99,521,879 私

建築住宅課 県営住宅使用料 ※ 135,256,916 私

建築住宅課 県営住宅敷地（駐車場）使用料 ※ 2,199,880 私

建築住宅課 県営住宅明渡請求による契約解除に伴う損害賠償金 ※ 113,256,635 私

建築住宅課　他 その他 1,376,376

高校教育課 高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金貸付金 ※ 2,013,000 私

高校教育課 地域改善対策高等学校等進学奨励金貸付金 ※ 164,065,208 私

高校教育課 高等学校授業料 ※ 3,199,553 ＊公

高校教育課　他 その他 594,007 私

高校教育課 高等学校等奨学金貸付金 ※ (特) 162,245,100 私

高校教育課 高等学校等遠距離通学費貸付金 ※ (特) 38,466,306 私

2,655,066,057

林 務 部

建 設 部

教 育
委 員 会

合　　　　　計

収入未済額(円)

県 民
文 化 部

健 康
福 祉 部

環 境 部

産 業
労 働 部

農 政 部

県有財産貸付特約付売買契約に係る契約解除に伴う違約金

※

(特)

★公

＊公

私 ：県と相手方との合意に基づいて発生する私法上の債権、いわゆる「私債権」

：貸付金など継続性があり今後も収入未済の発生が見込まれる債権

：特別会計に係る貸付金などの債権

：県が有する公法上の債権、

  いわゆる公債権のうち個々の法令により強制徴収手続が規定されている「強制徴収公債権」

：県が有する公法上の債権、

  いわゆる公債権のうち個々の法令により強制徴収手続が規定されていない「非強制徴収公債権」



- 24 - 

意      見 

 

３ 公務中の交通事故防止 

公務中の交通事故による損害賠償は、平成30年度に開催された長野県議会定例会において専決処

分報告があったものが、45件、1,145万余円となっており、前年度と比較して、金額は414万余円、

件数は４件増加しています。また、全体のうち８件は人身事故を伴っています。損害賠償とは別

に、公用自動車の修理等の費用も発生しています。 

公務中の交通事故は、県に財産的な損害を発生させ、県の業務運営にも支障を生じさせるばかり

か、職員の生命・身体の安全にもかかわるものです。特に、県が加害者となる交通事故は、県行政

に対する県民の信頼を損なうことにもなりかねません。 

公用自動車の運転に当たっては、職員一人ひとりが法令を遵守し、安全運転を心がけ、事故防止

に努めるよう徹底を図ってください。 

 

（交通事故に係る損害賠償件数及び賠償額） 

区  分 平成 30年度 平成29年度 前年度比 

件数 45件 41 件 4件 109.8％ 

うち人身事故件数 8件 7 件 1件 114.3％ 

賠償額 11,457,068円 7,316,281 円 4,140,787円 156.6％ 

 

（所管機関：全機関） 

 

 



 

- 25 - 

２ 部局ごとの意見  

  ※ 重点監査テーマ２の意見については11ページに記載してあります。 

部局等 意      見 所管機関 

 

技術職

員を有

する 

部局 

 

１ 技術職員の育成と技術の伝承 

県事業の執行に当たっては、老朽化に伴う様々なインフラの維持・更新や

異常気象等で多発する災害などに対応するため、技術職員の専門性や技術力

の維持・向上が重要となりますが、職員の高齢化や中堅層職員の減少によ

り、技術力の次世代への継承が課題となっています。 

県ではこうした現状を踏まえ、社会人としての豊富な経験や実績を活か

し、即戦力として県の施策推進のために活躍する意欲あふれる人材の確保に

取り組んでいるところですが、なお取組を進める必要があるとものと考えら

れます。 

今後、特定の技術職員に業務が集中し過度な業務負担により、県民サービ

スの低下を招くことのないよう技術進歩に対応した人材を適時に確保すると

ともに、一層のスキルアップに努め、その技術力が地域貢献につながるよ

う、若手人材の育成と技術の伝承に努めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人事課 

健康福祉政

策課 

環境政策課 

産業政策課 

農業政策課 

森林政策課 

建設政策課 

企業局 

 

健 康 

福祉部 

 

２ 税外収入未済額の解消 

(1) 収入未済額の縮減に一層の努力を要します。 

 

 

 

 

 

地域福祉課 

（上記税外収入未済額の処理状況）

49,361,042円 41,161,489円 8,199,553円 119.9%

区　　　　分

過年度発生分 現年度発生分

D

増減額

D-(A+B+C)
収入済額

A

不納欠損額

B

減額調定額

C

生活保護費返還金 1,968,257円 2,006,412円 82,060円 12,256,282円 8,199,553円

区　　　　分 平成30年度末 平成29年度末 増減額 前年度比

生活保護費返還金
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部局等 意      見 所管機関 

 

健 康 

福祉部 

 

(2) 収入未済額の縮減に一層の努力を要します。 

 

(3) 収入未済額の縮減に引き続き努力を要します。 

 

 

 

 

障がい者 

支援課 

 

 

 

 

 

 

 

農政部 

 

３ 現地機関と本庁の確実な確認体制の構築 

指導事項として、佐久地域振興局農地整備課での事業分担金の未徴収及び

諏訪地域振興局農地整備課での歳出予算の年度誤りがありました。 

これらは年度末、年度当初に本庁と現地機関双方の確認が不十分だったた

めに発生したもので、本庁と現地機関が相互に確認をしていれば防げた事案

です。 

現地機関と本庁が連絡を取り合い、今後二度と発生しないように確実な確

認体制を構築してください。 

 

 

 

 

 

 

農業政策課 

農地整備課 

（上記税外収入未済額の処理状況）

3,386,431円 3,352,636円 33,795円

117,032円 463,100円 0円 613,927円 33,795円

区　　　　分 平成30年度末 平成29年度末 増減額 前年度比

101.0%

収入済額

A

不納欠損額

B

区　　　　分

過年度発生分

社会福祉施設入所者負担金

現年度発生分

D
減額調定額

C

増減額

D-(A+B+C)

社会福祉施設入所者負担金

（上記税外収入未済額の処理状況）

区　　　　分 平成30年度末 平成29年度末 増減額 前年度比

インターネット使用料 123,818円 120,045円 3,773円 103.1%

111.9%
総合リハビリテーションセンター使

用料
5,303,930円 4,740,493円 563,437円

1,419,657円 563,437円
総合リハビリテーションセ
ンター 使用料

419,744円 436,476円 0円

111.7%

区　　　　分

過年度発生分 現年度発生分

D

増減額

D-(A+B+C)
収入済額

A
不納欠損額

B
減額調定額

C

合　　　　計 5,427,748円 4,860,538円 567,210円

1,425,194円 567,210円合　　　　計 421,508円 436,476円 0円

インターネット使用料 1,764円 0円 0円 5,537円 3,773円
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部局等 意      見 所管機関 

 

林務部 

 

４ 大北森林組合等の補助金不適正受給にかかる未収金の早期回収と債権管理 

（1） 大北森林組合に対する債権の計画的な回収 

大北森林組合への返還請求（以下「債権」という。）について、平成 29

年１月に組合から「抜本的経営改善方針に基づく事業経営計画及び補助金

返還計画」が提出されました。 

新たな計画では補助金の返還期間を令和 31 年度までの 33 年間とし、平

成 29 年度から令和２年度までの４年間は集中改革期間として位置付けてい

るところから、県ではこの期間に合わせ令和３年７月 30 日まで返還の履行

期限の延長をしました。 

また、平成 28 年 12 月に４市町村に対して返還請求した間接補助金につ

いても、令和３年８月 31 日まで履行期限を延長しており、平成 30 年度末

における組合に関係する債権は916,770,538円に上っています。 

債権の回収は県民の関心が高い事項となっています。今後、組合の新た

な計画による取組を着実に実行させ、組合の経営の健全化と債権の早期回

収が図られるよう、組合側と連絡をとり、計画の進捗状況や経営状況等を

随時把握し、必要に応じて指導助言などを行ってください。 

 

（2） 収入未済の解消 

ひふみ林業（有）に返還請求している造林関係補助金の平成 30 年度の

返還額は 90,000 円にとどまり、収入未済額は 14,731,100 円となっていま

す。引き続き相手方と連絡を取り、早期の回収に努めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信州の木活

用課 

 

森林づくり 

推進課 
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部局等 意      見 所管機関 

 

建設部 

 

５ 税外収入未済額の解消 

(1) 収入未済額の縮減に一層の努力を要します。 

 

(2) 収入未済額の縮減に引き続き努力を要します。 

 

 上記河川占用料中、上田建設事務所分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路管理課 

 

 

 

 

 

 

 

河川課 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上記税外収入未済額の処理状況）

755,925円

755,925円2,991,000円3,746,925円

区　　　　分

過年度発生分 現年度発生分

D

増減額

D-(A+B+C)
収入済額

A

不納欠損額

B

減額調定額

C

事故等に係る原因者負担金 360,000円 0円 0円 1,115,925円

区　　　　分 平成30年度末 平成29年度末 増減額 前年度比

事故等に係る原因者負担金 125.3%

（上記税外収入未済額の処理状況）

1,181,624円 0円 0円 2,003,500円 821,876円

821,876円17,820,235円18,642,111円

区　　　　分

過年度発生分 現年度発生分

D

増減額

D-(A+B+C)
収入済額

A

不納欠損額

B

減額調定額

C

河川占用料

区　　　　分 平成30年度末 平成29年度末 増減額 前年度比

河川占用料 104.6%

（上記税外収入未済額の処理状況）

0円1,152,000円

18,567,930円 17,728,160円 839,770円

河川占用料

（上田建設事務所分）
839,770円1,991,770円0円

不納欠損額

B

収入済額

A

増減額

D-(A+B+C)

過年度発生分

区　　　　分
減額調定額

C

現年度発生分

D

区　　　　分 平成30年度末 平成29年度末 増減額 前年度比

河川占用料
（上田建設事務所分）

104.7%
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部局等 意      見 所管機関 

 

教 育 

委員会 

 

６ 税外収入未済額の解消 

(1) 収入未済額の縮減に引き続き努力を要します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校教育課 

 

（上記税外収入未済額の処理状況）

区　　　　分 平成30年度末 平成29年度末 増減額 前年度比

93,000円 104.8%

地域改善対策高等学校等進学奨励金
貸付金

164,065,208円 162,186,967円 1,878,241円 101.2%

高等学校定時制課程及び通信制課程
修学奨励金貸付金

2,013,000円 1,920,000円

105.2%高等学校等奨学金貸付金 162,245,100円 154,242,806円 8,002,294円

103.7%

区　　　　分

過年度発生分 現年度発生分

D

増減額

D-(A+B+C)
収入済額

A
不納欠損額

B
減額調定額

C

高等学校授業料 3,199,553円 3,085,585円 113,968円

210,000円 93,000円

地域改善対策高等学校等進
学奨励金貸付金

3,481,945円 1,417,790円 0円 6,777,976円 1,878,241円

高等学校定時制課程及び通
信制課程修学奨励金貸付金

117,000円 0円 0円

35,903,588円 8,002,294円高等学校等奨学金貸付金 27,901,294円 0円 0円

1,050,405円 113,968円高等学校授業料 936,469円 0円 △ 32円
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≪参考≫ 他の機関に紹介できる有効な取組事例 

 

他の機関に紹介できる有効な取組事例について紹介しますので、各機関の状況により、必要に応じ

て活用を図ってください。 

 
 

１ 適正な会計経理推進のための「会計経理確認の日」の実施について  <警察本部> 

警察署等の会計に携わる職場においては、毎月15日に会計課長等が各担当と面談を行い、仕事の

進捗状況の確認や職務・健康上の問題点等について認識を共有しています。 

その実施結果については警察本部会計課に報告され、重要な課題については本部から職員を派遣

するなどして指導や改善を行なっています。 

 

この取組は、業務の進捗状況の確認や職務・健康上の問題点等について認識を共有し、重要な課

題については関係機関等に相談するなどの対応ができることから、会計事務にとどまらず参考とな

る有効な事例として評価できます。 
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（別表）監査実施機関一覧 

 １ 一般会計・特別会計 

  (1) 実地監査 

監査実施機関名 監査年月日  監査実施機関名 監査年月日 

精神保健福祉センター 平成31年２月７日  南信州農業改良普及センター 令和元年７月８日 

県立歴史館 平成31年２月７日  飯田保健福祉事務所 令和元年７月９日 

松本蟻ケ崎高等学校 平成31年２月12日  中央児童相談所 令和元年７月11日 

須坂高等学校 平成31年２月13日  総合政策課 令和元年７月16日 

長野養護学校 平成31年２月13日  情報政策課 令和元年７月16日 

北部高等学校 平成31年４月16日  先端技術活用推進課 令和元年７月16日 

長野南高等学校 平成31年４月16日  信州暮らし推進課 令和元年７月16日 

福祉大学校 平成31年４月25日  人事課 令和元年７月18日 

茅野高等学校 平成31年４月25日  職員課 令和元年７月18日 

長野吉田高等学校 令和元年５月14日  会計課 令和元年７月18日 

篠ノ井高等学校 令和元年５月14日  契約・検査課 令和元年７月18日 

消防防災航空センター 令和元年５月23日  監査委員事務局 令和元年７月22日 

松本空港管理事務所 令和元年５月23日  文化政策課 令和元年７月23日 

環境保全研究所 令和元年５月28日  県民協働課 令和元年７月23日 

長野高等学校 令和元年５月28日  くらし安全・消費生活課 令和元年７月23日 

動物愛護センター 令和元年５月30日  国際課 令和元年７月23日 

上田高等学校 令和元年５月30日  森林政策課 令和元年７月23日 

上田千曲高等学校 令和元年６月４日  信州の木活用課 令和元年７月23日 

上田警察署 令和元年６月４日  森林づくり推進課 令和元年７月23日 

野菜花き試験場 令和元年６月６日  交通政策課 令和元年７月24日 

野菜花き試験場佐久支場 令和元年６月６日  地域振興課 令和元年７月24日 

坂城高等学校 令和元年６月６日  産業政策課 令和元年７月24日 

松本家畜保健衛生所 令和元年６月11日  産業立地・経営支援課 令和元年７月24日 

松本ろう学校 令和元年６月11日  ものづくり振興課 令和元年７月24日 

木曽養護学校 令和元年６月11日  農業政策課 令和元年７月24日 

上松技術専門校 令和元年６月12日  人権・男女共同参画課 令和元年７月25日 

林業大学校 令和元年６月12日  こども・家庭課 令和元年７月25日 

犀川砂防事務所            ＊ 令和元年６月12日  私学振興課 令和元年７月25日 

松本警察署 令和元年６月12日  高等教育振興課 令和元年７月25日 

諏訪保健福祉事務所 令和元年６月18日  人材育成課 令和元年７月25日 

中南信運転免許課 令和元年６月18日  労働雇用課 令和元年７月25日 

北信保健福祉事務所 令和元年６月19日  営業局 令和元年７月25日 

高速道路交通警察隊 令和元年６月19日  広報県民課 令和元年７月29日 

北信教育事務所 令和元年６月25日  総務事務課 令和元年７月29日 

長野中央警察署 令和元年６月25日  次世代サポート課 令和元年７月29日 

佐久建設事務所            ＊ 令和元年７月４日  教育政策課 令和元年７月29日 

南信州地域振興局          ＊ 令和元年７月８日  学びの改革支援課 令和元年７月29日 

  （注）＊印箇所は工事等監査対象機関を表します。（以下同じ。） 
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監査実施機関名 監査年月日  監査実施機関名 監査年月日 

文化財・生涯学習課 令和元年７月29日  山岳高原観光課 令和元年８月20日 

義務教育課 令和元年７月30日  観光誘客課 令和元年８月20日 

高校教育課 令和元年７月30日  議会事務局 令和元年８月20日 

特別支援教育課 令和元年７月30日  消防課 令和元年８月21日 

農業技術課 令和元年７月31日  危機管理防災課 令和元年８月21日 

農地整備課 令和元年７月31日  障がい者支援課 令和元年８月21日 

農村振興課 令和元年７月31日  食品・生活衛生課 令和元年８月21日 

心の支援課 令和元年７月31日  建築住宅課                ＊ 令和元年８月21日 

保健厚生課 令和元年７月31日  リニア整備推進局 令和元年８月21日 

秘書課 令和元年８月１日  警察本部 令和元年８月21日 

財政課 令和元年８月１日  佐久地域振興局            ＊ 令和元年８月26日 

財産活用課 令和元年８月１日  佐久農業改良普及センター 令和元年８月26日 

情報公開・法務課 令和元年８月１日  東信会計センター 令和元年８月26日 

環境政策課 令和元年８月１日  須坂建設事務所            ＊ 令和元年８月28日 

水大気環境課 令和元年８月１日  長野建設事務所            ＊ 令和元年８月28日 

生活排水課 令和元年８月１日  東信県税事務所 令和元年８月30日 

市町村課 令和元年８月５日  東信県税事務所上田事務所 令和元年８月30日 

コンプライアンス・行政経営課 令和元年８月５日  佐久保健福祉事務所 令和元年８月30日 

職員キャリア開発センター 令和元年８月５日  松本保健福祉事務所 令和元年８月30日 

建設政策課 令和元年８月５日  大町警察署 令和元年８月30日 

スポーツ課 令和元年８月５日  南信労政事務所 令和元年９月５日 

環境エネルギー課 令和元年８月６日  上伊那農業高等学校 令和元年９月５日 

自然保護課                ＊ 令和元年８月６日  伊那北高等学校 令和元年９月５日 

資源循環推進課 令和元年８月６日  伊那警察署 令和元年９月５日 

税務課 令和元年８月７日  諏訪地域振興局            ＊ 令和元年９月６日 

健康福祉政策課 令和元年８月７日  諏訪農業改良普及センター 令和元年９月６日 

道路管理課 令和元年８月７日  松本地域振興局            ＊ 令和元年９月10日 

道路建設課 令和元年８月７日  松本農業改良普及センター 令和元年９月10日 

河川課 令和元年８月７日  中信会計センター 令和元年９月10日 

人事委員会事務局 令和元年８月７日  北信地域振興局            ＊ 令和元年９月13日 

地域福祉課 令和元年８月19日  北信農業改良普及センター 令和元年９月13日 

健康増進課 令和元年８月19日  千曲建設事務所            ＊ 令和元年９月17日 

園芸畜産課 令和元年８月19日  北信建設事務所            ＊ 令和元年９月17日 

砂防課 令和元年８月19日  松本建設事務所            ＊ 令和元年９月19日 

都市・まちづくり課 令和元年８月19日  飯田建設事務所            ＊ 令和元年９月20日 

施設課                    ＊ 令和元年８月19日    

医療推進課 令和元年８月20日    

保健・疾病対策課 令和元年８月20日    

介護支援課 令和元年８月20日    

薬事管理課 令和元年８月20日    
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(2) 書面監査 

監査実施機関名  監査実施機関名  監査実施機関名 

労働委員会事務局  長野食肉衛生検査所  伊那家畜保健衛生所 

上田地域振興局              ＊  千曲川流域下水道事務所     ＊  飯田家畜保健衛生所 

上伊那地域振興局            ＊  諏訪湖流域下水道事務所     ＊  長野家畜保健衛生所 

木曽地域振興局              ＊  犀川安曇野流域下水道事務所 ＊  林業総合センター 

北アルプス地域振興局        ＊  名古屋事務所  上田建設事務所             ＊ 

長野地域振興局              ＊  大阪事務所  諏訪建設事務所             ＊ 

消防学校  計量検定所  伊那建設事務所             ＊ 

東京事務所  工業技術総合センター  木曽建設事務所             ＊ 

南信県税事務所諏訪事務所  〃 精密・電子・航空技術部門  安曇野建設事務所           ＊ 

南信県税事務所  〃 環境・情報技術部門  大町建設事務所             ＊ 

南信県税事務所飯田事務所  〃 食品技術部門  姫川砂防事務所             ＊ 

中信県税事務所木曽事務所  工科短期大学校  土尻川砂防事務所           ＊ 

中信県税事務所  南信工科短期大学校  南信会計センター 

中信県税事務所大町事務所  長野技術専門校  北信会計センター 

総合県税事務所  松本技術専門校  東信教育事務所 

総合県税事務所北信事務所  岡谷技術専門校  南信教育事務所 

北信消費生活センター  飯田技術専門校  中信教育事務所 

中信消費生活センター  佐久技術専門校  総合教育センター 

南信消費生活センター  東信労政事務所  県立長野図書館 

東信消費生活センター  中信労政事務所  体育センター 

男女共同参画センター  北信労政事務所  飯山高等学校 

松本児童相談所  若年者就業サポートセンター  下高井農林高等学校 

飯田児童相談所  信州首都圏総合活動拠点  中野立志館高等学校 

諏訪児童相談所  名古屋観光情報センター  中野西高等学校 

佐久児童相談所  大阪観光情報センター  須坂東高等学校 

波田学院  農業大学校  須坂創成高等学校 

女性相談センター  病害虫防除所  長野西高等学校 

上田保健福祉事務所  上田農業改良普及センター  長野商業高等学校 

伊那保健福祉事務所  上伊那農業改良普及センター  長野東高等学校 

木曽保健福祉事務所  木曽農業改良普及センター  長野工業高等学校 

大町保健福祉事務所  北アルプス農業改良普及センター  更級農業高等学校 

長野保健福祉事務所  長野農業改良普及センター  松代高等学校 

看護大学  農業試験場  屋代高等学校（附属中学校） 

公衆衛生専門学校  果樹試験場  屋代南高等学校 

須坂看護専門学校  畜産試験場  上田染谷丘高等学校 

総合リハビリテーションセンター  南信農業試験場  上田東高等学校 

上田食肉衛生検査所  水産試験場  丸子修学館高等学校 

松本食肉衛生検査所  佐久家畜保健衛生所  東御清翔高等学校 
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監査実施機関名  監査実施機関名  監査実施機関名 

蓼科高等学校  松本美須々ケ丘高等学校  阿南警察署 

望月高等学校  松本深志高等学校  木曽警察署 

小諸商業高等学校  松本筑摩高等学校  塩尻警察署 

小諸高等学校  明科高等学校  安曇野警察署 

軽井沢高等学校  豊科高等学校  鑑識課 

佐久平総合技術高等学校  南安曇農業高等学校  科学捜査研究所 

岩村田高等学校  穂高商業高等学校  交通機動隊 

野沢北高等学校  池田工業高等学校  東北信運転免許課 

野沢南高等学校  大町岳陽高等学校  機動隊 

小海高等学校  白馬高等学校  警察学校 

富士見高等学校  長野盲学校  機動捜査隊 

諏訪実業高等学校  松本盲学校  自動車警ら隊 

諏訪清陵高等学校（附属中学校）  長野ろう学校   

諏訪二葉高等学校  伊那養護学校   

下諏訪向陽高等学校  松本養護学校   

岡谷東高等学校  諏訪養護学校   

岡谷南高等学校  花田養護学校   

岡谷工業高等学校  稲荷山養護学校   

辰野高等学校  若槻養護学校   

箕輪進修高等学校  上田養護学校   

高遠高等学校  寿台養護学校   

伊那弥生ケ丘高等学校  飯田養護学校   

赤穂高等学校  安曇養護学校   

駒ケ根工業高等学校  小諸養護学校   

松川高等学校  飯山養護学校   

飯田高等学校  飯山警察署   

飯田風越高等学校  中野警察署   

飯田ＯＩＤＥ長姫高等学校  須坂警察署   

下伊那農業高等学校  長野南警察署   

阿智高等学校  千曲警察署   

阿南高等学校  小諸警察署   

蘇南高等学校  佐久警察署   

木曽青峰高等学校  軽井沢警察署   

塩尻志学館高等学校  茅野警察署   

田川高等学校  諏訪警察署   

梓川高等学校  岡谷警察署   

松本工業高等学校  駒ケ根警察署   

松本県ケ丘高等学校  飯田警察署   

（注）書面監査は、令和元年10月28日までに終了しました。 
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２ 企業特別会計 

 (1) 実地監査 

監査実施機関名 監査年月日 

南信発電管理事務所       ＊ 令和元年７月９日 

企業局 令和元年７月16日 

 

 (2) 書面監査 

監査実施機関名 

北信発電管理事務所       ＊ 

上田水道管理事務所       ＊ 

川中島水道管理事務所      ＊ 

松塩水道用水管理事務所     ＊ 

  （注）書面監査は、令和元年10月28日までに終了しました。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


